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福島第一原子力発電所事故への福島第一原子力発電所事故への
対応について

平成２３年１０月２０日平成２３年１０月２０日
日本原子力研究開発機構



福島第一原子力発電所事故への取り組みの経緯福島第一原子力発電所事故への取り組みの経緯

3月11日 東日本大震災発生
理事長を本部長とする「原子力機構対策本部」設置
指定公共機関として緊急事態への支援活動（環境モニタリング等を開始、継続中）

4月17日 東京電力「福島第一原子力発電所・事故の収束に向けた道筋」公表

5月6日 「福島支援本部」設置
福島市において校庭・園庭の放射線低減対策の効果を実証福島市において校庭・園庭の放射線低減対策の効果を実証

6月6日 国から「放射性物質の分布状況等に関する調査研究」を受託

6月30日 福島市内に福島事務所開設6月30日 福島市内に福島事務所開設

7月8日 幼稚園・保育園・小中学校の父兄・教職員を対象としたコミュニケーション活動を開始

7月11日 福島県民を対象とした内部被ばく調査を開始7月11日 福島県民を対象とした内部被ばく調査を開始

8月8日 国から「除染ガイドライン作成調査業務」を受託（伊達市、南相馬市）

8月23日 伊達市において除染実証事業を開始

8月31日 福島支援本部組織変更（福島環境支援事務所等設置）

9月8日 南相馬市において除染実証事業を開始

9月30日 国から「避難区域等における除染実証業務」を受託（１２市町村）

1



福島第一発電所事故への対応の基本的考え方と体制福島第一発電所事故への対応の基本的考え方と体制

本部長
（理事長）鈴木 篤之

福島第一原子力発電所事故への対応の基本的考え方

○我が国唯一の原子力に関する総合的研究開発機関として

の責務。（理事長）鈴木 篤之

本部長代理
事 夫

の責務。

○福島支援本部を司令塔とし、原子力機構全体として

その人材、研究施設を活用し、最大限の貢献を果たす。

○中長期的観点から継続して福島事故に対する取り組みを

（理事）戸谷 一夫

（8/31組織再編）

行う。

企画調整部企画調整部復旧支援部復旧支援部
・遠隔操作技術室（新設）

福島環境支援事務所福島環境支援事務所

（8/31組織再編）

（７２名） （１４名） （１０名）

【業務内容】
(1) 福島支援に係る総括
(2) 企画、計画の策定

【業務内容】

(1) 燃料の処理技術
(2) 滞留水の処理技術

【業務内容】

(1) 福島地区における関係機関との連
絡、調整及び協力

(2) 放射線モニタリング マ ピング

（７２名） （１４名） （１０名）

(2) 企画、計画の策定
(3) 行政機関等外部との

調整対応

(2) 滞留水の処理技術
(3) 遠隔ロボット技術、原子力

災害ロボットの整備

(2) 放射線モニタリング・マッピング
(4) 環境修復方法
(5) 遠隔放射線測定技術
(6) 福島地区における環境安全支援の

中核となるセンタ の設立準備中核となるセンターの設立準備

2注記）各部署の職員人数は10/1時点。兼務者、委託事業のための雇用者も含む。



原子力機構と政府関係機関との関係

原子力委員会

中長期措置検討専門部会

原子力安全委員会

緊急時助言組織等

原子力災害対策本部
原子力被災者生活支援チーム

除染モデル実証 ガイドライン等

政府・東電統合対策室政府・東電統合対策室

廃止措置までのロードマップ

原子力機構

文部科学省

モニタリング

除染モデル実証、ガイドライン等

政府 東電統合対策室

特別プロジェクトチーム
・中長期対策チーム
・長期冷却構築チーム
・放射性滞留水回収・処理チーム

政府 東電統合対策室

特別プロジェクトチーム
・中長期対策チーム
・長期冷却構築チーム
・放射性滞留水回収・処理チーム

原子力機構
福島支援本部

＜機構総力を挙げた取組＞

機構内各部門
地層処分研究開発部門

経済産業省

廃止措置までを見通した技術の開発
放射線管理要員の育成・放射性滞留水回収・処理チーム

・環境影響評価チーム
・放射線管理・健康管理チーム

・放射性滞留水回収・処理チーム
・環境影響評価チーム
・放射線管理・健康管理チーム

・地層処分研究開発部門
・原子力基礎工学研究部門
・原子力緊急時・支援研修センター
・安全研究センター
・各研究拠点（東海、大洗等）

環境省

環境修復

放射線管理要員の育成

環境修復

農林水産省

農地・森林の除染

福島県内の活動

国土交通省

下水汚泥

福島県
・県民の内部被ばく測定の実施
・県の住民相談窓口に対する専門家派遣
・除染マニュアル策定への技術的協力
・除染業務講習会への講師派遣

政府現地災害対策本部
・福島除染推進チーム活動

（市町村による除染計画作成対応）
・一時帰宅プロジェクトへの専門家
派遣

厚生労働省

除染作業者の被ばく管理

・「放射線に関するご質問に答える会」の開催
・放射線低減化事業における専門家派遣等
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原子力機構の取組状況（１）原子力機構の取組状況（１）

指定公共機関としての対応（要員派遣：述べ約32,851人日）

○ 環境放射線測定・分析、身体サーベィ
（10月18日現在）

○ 健康相談電話窓口（3/17開設：これまでに27,000件）

○ 文部科学省、原子力安全委員会、地方自治体に専門家派遣

○ 資機材の提供（特殊車両等8台、放射線計測器等約150台）

身体汚染サーベイの様子

機

○ 住民の一時帰宅のための安全管理要員の派遣（約30人／日）

政府・東電統合対策室特別プロジェクトチーム

○ 汚染滞留水処理装置の設計 運転における技術的検討等

環境モニタリング車

○ 汚染滞留水処理装置の設計・運転における技術的検討等

（試料分析、除染性能試験、水素挙動解析、設備設計への提案等）

○ 恒久的な水処理設備に関する検討チームでの検討・提案

ボ ボ
JAEA‐3号

○ 遠隔操作ロボット・ロボット操作車の提供

○ 資源エネルギー庁からのH23年度原子力関係人材育成事業として、

放射線測定・管理要員の要請研修を原子力機構が受託

（250名の研修を予定。Jヴィレッジにて8/6から実施）

放射線測定要員研修の様子 4



原子力機構の取組状況（２）原子力機構の取組状況（２）

ステップ２以降の中長期的対策への対応

○ 原子力委員会1F中長期措置検討専門部会に参画

○ 炉心損傷燃料 放射性廃棄物処理処分に関する検討

福島に環境安全支
援の拠点を準備中

○ 炉心損傷燃料、放射性廃棄物処理処分に関する検討
- 原子力機構東海研究開発センターに既存組織を改編し
て新たな研究体制を構築することを構想

滞留水

東海村にサイト内
支援の研究体制
の構築を構想中特に高放射線量率とな

【放射性廃棄物の処理・処分へ向けた研究】

滞留水

KURION AREVA

浄化システム

ゼオライト

の構築を構想中特に高放射線量率とな
るゼオライトとスラッジの

処理技術が課題

【溶融燃料等の処理・
処分へ向けた研究】

Shaw/東芝
（SARRY）

ゼオライト
スラッジ

 安定的貯蔵管理
 処分に向けた廃棄体化

処分へ向けた研究】

・ 炉内燃料の破損程度
の推定

・ 燃料取り出し方策の

淡水化システム

逆浸透膜

蒸化器

RO膜
NaCl

 処分に向けた廃棄体化 ・ 燃料取り出し方策の
検討

・ 溶融燃料体の特性評
価

・ 溶融燃料体の処理・

原子炉冷却等へ
滞留水処理システムの

概念図 TMI-2 炉心の最終状態

・ 溶融燃料体の処理・
処分方策の検討
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事故収束のための遠隔操作ロボット事故収束のための遠隔操作ロボット

○ ロボット操作車（愛称：TEAM NIPPON)を提供
・ロボット操作者の被ばく低減が可能。
・遮へい操作BOX（80mm鉄製遮へい）
・ガンマカメラ 監視カメラ テレテクタ 発電機 照明等搭載・ガンマカメラ、監視カメラ、テレテクタ、発電機、照明等搭載
・発電所に２台投入。

○ ロボット操作用遮へい操作BOX（準備中）
・屋内でのロボット遠隔操作用

ロボット操作車TEAM‐NIPPON

屋内でのロボット遠隔操作用

○ ロボットの整備状況
・JAEA-1号（待機中）

BROKK-40を改造、屋内瓦礫除去、耐放射線性
号

BROKK 40を改造、屋内瓦礫除去、耐放射線性
カメラ、放射線計測器搭載

・JAEA-2号（待機中）
JAEA開発のRESQ-Aを改造
耐放射線性カメラ、水スプレイ・ブラシ等除染装置

JAEA‐1号 JAEA‐2号 JAEA‐3号

事故復旧・廃止措置のための
遠隔ロボットシステムの提案

耐放射線性カメラ、水スプレイ ブラシ等除染装置
・JAEA-3号（サイト内で活動中）

JAEA開発のRESQ-Aを改造。
γ線可視化カメラ、放射線計測器、ダスト・ヨウ素サンプラ搭載

○ 遠隔操作技術に関する研究開発（構想中）
・原子力緊急時遠隔ロボットシステムの整備
・復旧／廃止措置作業におけるニーズに対応した遠隔ロボットシス

テムの提案

クレーン操作型
プラットフォーム

旋回台テムの提案
・原子力災害遠隔ロボットシステムの整備・訓練・開発を行うための

フィールドを整備

マニプレータ
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原子力機構の取組状況（３）原子力機構の取組状況（３）

【放射線量等分布マップ作成】

環境モニタリング、放射線量率分布・汚染分布調査

○ 文部科学省事業として「放射線量等分布マップ作成」
を実施 文部科学省より結果公表（8月30日）

80km圏内を2km
メッシュ、圏外を
10kmメッシュで土

【放射線量等分布マップ作成】

を実施。文部科学省より結果公表（8月30日）

○ 航空機（ヘリコプター）による広域モニタリングの実施
22都県の広域線量率分布・汚染分布を調査。

壌・放射線量を計測

自動車等で走行し
て道に沿 た空間

○太平洋海域における200kmメッシュでの放射能濃度

分布について年オーダーの拡散シミュレーションを実
施し、結果を公表（6月24日）

て道に沿った空間
線量率を計測

詳細なマップを作成

【航空機モニタリング】 【海洋拡散シミュレーション】

原子力機構が開発した拡散計算コ ド上空約300 から計 原子力機構が開発した拡散計算コード
“LAMER”により解析。7年後にはバックグラン
ドと区別できないほど希釈が進むとの結果。

上空約300mから計
測。実施済みの県

福島県、宮城県、山形県、
秋田県、新潟県、栃木県
群馬県、茨城県、千葉県、
埼玉県、東京都、神奈川
県、

＜実施予定の都県＞

青森県、岩手県、山梨県、

放射性セシウムの汚染分布 放射線量率分布 ５年後の濃度分布

静岡県、長野県、岐阜県、
愛知県、富山県、石川県、
福井県
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原子力機構の取組状況（４）原子力機構の取組状況（４）

学校等の放射線計測・除染方法の調査

○ 福島市、伊達市等の小中学校・幼稚園・特別支援学
校等の校庭・園庭の測定及び除染調査を実施

- 福島大学付属幼稚園、中学校（5/22～6/7）、同小学校、特別支援
学校

福島市内 学校 除染（ ）- 福島市内3小学校の除染（6/25～7/2）

- 伊達市の小学校、民家、集会場等の除染調査（7/8～8/31）

○空間線量率は約１/１０～１/２０と大幅に減少。○空間線量率 約 / / 大幅 減少。

（中学校グラウンド（１ｍ）の平均 ２．５ → ０．１５μSv/ｈ

幼稚園の園庭（５０ｃｍ）の平均 ２．８ → ０．２２μSv/ｈ）
【福島大学付属中学校における除染調査】
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原子力機構の取組状況（５）原子力機構の取組状況（５）

【小学校・幼稚園のプール水浄化・排水、プール洗浄】 【除染の手引き等の作成支援】【小学校 幼稚園のプ ル水浄化 排水、プ ル洗浄】

福島市、伊達市の小中学校・幼稚園のプール（7箇所）を順次実施中

【除染の手引き等の作成支援】

国の原子力災害対策本部

「福島県内における生活圏の清掃活動
に関する基本的な考え方」（7月15日）

 福島県内の多くの学校では衛生
に関する基本的な考え方」（7月15日）

福島県災害対策本部

「生活空間における放射線量低減化対
策に係る手引き」（7月15日）

上の観点からも早期の除染・排水
が急務。

 凝集沈殿法を用いて水中の
放射性セシウムを除去して排水

プ ル水の浄化方法の検討

策に係る手引き」（7月15日）放射性セシウムを除去して排水。

 放射線技術で作成した捕集材
による試験的浄化も成功。

プール水の浄化方法の検討

プール水は長期間たまったままで、多量
のアオコが存在

プール水は、長期間
溜まったままで 多量

ポンプ

溜まったままで、多量
のアオコが存在

プレフィルタ グラフト重合
捕集材フィルタ

排水
バグ

フィルタ

ゼオライト
凝集剤

A．捕集材による方法

プール中の沈殿物
の除去

吸着によるセシウムの
選択的な除去

タンク (1m3)

B．ゼオライト・凝集剤による方法

排水

15-20分間定置 沈殿物の除去
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ケ シ 活動 住民 測定

原子力機構の取組状況（６）原子力機構の取組状況（６）

【ご質問に答える会】
コミュニケーション活動・住民のWBC測定

○ 圏内の小中学校・幼稚園・保育園の保護者、教職員を
対象に「放射線に関するご質問に答える会」を7月より
実施中

【 質問 答 会】

・ 各学校、幼稚園、保育園に福島県より案内
・ 申し込みに応じ、原子力機構より研究者・技
術者を派遣、ご質問に答える会を開催。

・ これまでに93ヶ所実施。来年1月までに合計
実施中。

○ ホールボディカウンターによる県民の全身計測。

【WBC計測】

これまでに93ヶ所実施。来年1月までに合計
124ヶ所を予定。

【WBC計測】

・ 7月11日から、原子力機構の研究施設（茨城県東海村）のＷＢＣにより、
１日100人前後の測定を実施。8月30日までに双葉郡浪江町、相馬郡
飯館町、伊達郡川俣町の住民約3,200人の測定を完了。

・ 9/1からは双葉郡の7市町村の住民の測定を開始。（10/19までに1,701
人の測定を実施）

・ 移動式WBC車を郡山市に派遣し、稻藁農家の方約70名のWBC測定を
実施（8月23～25日）。現在、埼玉県加須市にて双葉町から避難された
住民の方のWBC測定を実施。

「ご質問に答える会」説明用資料
ホールボディカウンターによる全身計測 10



原子力機構の取組状況（７）原子力機構の取組状況（７）

環境修復 向 た なる 組 【汚染予測システム開発】【汚染予測システム開発】 地形情報
環境修復へ向けた更なる取組
○ 物質移行モデルによる放射能汚染分布の時間変化

の予測システムの開発

○ 内閣府委託による除染ガイドライ 除染実証試験

【汚染予測システム開発】【汚染予測システム開発】 地形情報

（森林、山地、街、
人口）

○ 内閣府委託による除染ガイドライン・除染実証試験
（H23年度第2次補正）

- 伊達市（特定避難勧奨地点含む）、南相馬市において除染
実証試験を実施
除染ガイドライン 技術カタログの作成

初期条件の
入力

環境状況
（天気、風向、
風速、大気圧）

詳細モニタリング結果

- 除染ガイドライン、技術カタログの作成

○ 内閣府委託による除染実証（H23年度第2次補正）

- 警戒区域、計画的避難区域等の12市町村におけるモデル
地区の除染実証

核種の沈着
【土壌汚染調査等による核種蓄積量の調査結果】

環境汚染予測（モデル）

- 除染に関する種々の技術実証

○ 福島県が実施する子供たちの生活空間放射線量低
減活動支援事業に協力（専門家派遣、除染指導）

○ 福島県の除染業務講習会への協力（年内10回開催）

系
外
（

風雨による核種の洗い流し・落葉
【動的コンパートメントモデル】○ 福島県の除染業務講習会への協力（年内10回開催）

○ モデル地区の除染実証を構想

【モデル地区の除染実証】【モデル地区の除染実証】

地中への浸透
【拡散移流方程式？】

地下水への移行

下
流
側
，
海
を
含
む
）へ

【動的 ン トメントモデル】

百
m

全水頭分布（地表面）

百
m

特定の地区を対象に除染技術を適用し効果を実証

廃棄物の
安全保管

地下水への移行
【地下水流動解析＋核種移行解析】

へ
の
流
出

数
百

数百m

汚染分布の予測結果と、人口密度・分布、土地利用形態
などの情報から、住民の被ばく線量のシミュレーションを
行い、環境回復の戦略策定に資する。

数
百

数百m

モデルサイト（除染前） モデルサイト（除染後）

もしくは
管理処分
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除染技術等調査事業～内閣府委託事業（１）～除染技術等調査事業～内閣府委託事業（１）～

【【モデル地区の除染実証モデル地区の除染実証】】
○ 除染の計画を検討

・伊達市下小国地区（家屋、庭、畑地、森林、道路等多様な
除染実証）除染実証）

・南相馬市ハートランドはらまち（除染対象建物の近くに森林
が多く存在。森林の影響把握が可能。）

○ 除染実施
・多様な汚染源を含む広範囲の除染作業
・除染に伴う放射線量等測定
・除染に伴う除去物の保管管理

○ 除染技術の評価と除染後管理
伊達市下小国地区中央集会所付近

・除染効果、除去物発生量、コスト、安全性等の評価
・保管管理中の除去物の監視、記録の管理

【【除染ガイドライン、技術カタログ作成除染ガイドライン、技術カタログ作成】】

伊達市下小国地区中央集会所付近

○ 除染ガイドライン、技術カタログの作成
・ これまでの除染経験、原子力学会クリーンアップ分科会の

検討を基に原案作成
・ 実証試験による評価結果を反映し改良

森林

森林

実証試験による評価結果を反映し改良

【【専門家の意見を反映専門家の意見を反映】】
○ 除染技術等調査事業推進委員会

・ 大学 学会 研究機関 自治体等の専門家からなる委員会

森林

建物

大学、学会、研究機関、自治体等の専門家からなる委員会
を設置（委員長：石榑顕吉東京大学名誉教授）

・ 本事業の計画・実施・評価に関するご意見をいただき反映 南相馬市ハートランドはらまち
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除染技術等調査事業～内閣府委託事業（２）～除染技術等調査事業～内閣府委託事業（２）～

【【除染モデル実証除染モデル実証】】

○ 警戒区域、計画的避難区域等のモデル除染

・警戒区域 計画的避難区域等の12市町村を対象・警戒区域、計画的避難区域等の12市町村を対象

Aグループ：南相馬市、浪江町、飯舘村、川俣町

Bグループ：田村市、双葉町、富岡町、葛尾村

Cグループ：大熊町、楢葉町、川内村、広野町

○ 公募による企画競争により業者を採択
・ 除染対象物：森林、農地、宅地、大型建造物・建物、

道路
・ 汚染レベル：高汚染（＞100mSv/年) 中汚染（20～・ 汚染レベル：高汚染（＞100mSv/年)、中汚染（20～

100mSv/年）、低汚染（5～20mSv/年）

○ 除染技術の評価
・除染効果、除去物発生量、経済性、安全性等を評価

【【技術実証技術実証】】

○ 除染に関する実証レベルにある技術を公募

・今後の除染作業に活用し得る優れた技術を15件程度

採択予定

○ 実証試験及び有効性等評価○ 実証試験及び有効性等評価

・技術の実証試験を実施、各技術の除染効果、経済性、

安全性等の観点からその有効性等を評価
注記）「緊急時避難準備区域」は9/30に解除 13



福島県内市町村の除染計画策定への対応福島県内市町村の除染計画策定への対応

市町村による除染計画作成のための専門家派遣実施体制
（年間１～２０ミリ区域）

福島除染推進チーム 線量が比較的高い区域

（５～２０ミリシーベルト）

・ ９月２８日（水）、市町村向け説明会を開催

・ 個別に市町村を巡回し、除染計画作成に対応

（10月3日より開始）

約１５市町村

伊達市、相馬市、二本松市、福島市、

本宮市、大玉村、桑折村、国見町、

（独）日本原子力研究

天栄村、須賀川市、西郷村、泉崎村、

矢吹町、平田村、三春町 等

専門家派遣

（独）日本原子力研究
開発機構

（２２名）

線量が比較的低い区域
（５ミリシーベルト以下）

約２０町村

会津若松市、鏡石町、喜多方市、
中島村、玉川村、古殿町、石川町、
浅川町、新地町、会津美里町、鮫川町、
矢祭町、棚倉町、塙町、下郷町、

（株）東京電力

（１２名）
南会津町、白河市、猪苗代町、磐梯町、
北塩原村
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福島県に環境修復対応のためのセンターを設置（構想）福島県に環境修復対応のためのセンターを設置（構想）

環境モニタリング、環境修復、発電所サイト内対応、地
域の大学等との連携協力、地域とのコミュニケーション
活動等を展開活動等を展開

福島対応のための拠点整備

福島事務所を開設
（6月30日）（6月30日）

福島大学と連携協力
協定締結（7月20日）

福島第一
原子力発電所 環境修復等のための

センターを開設予定

協定締結（7月20日）

・ 環境修復への対応の基地
・ 試料分析、環境モニタリング設備を装備
・ 環境修復（放射能除染）の拠点

センタ を開設予定

環境修復（放射能除染）の拠点
・ 国内外へ向けた情報の発信

15



参考 原子力機構の取組概況参考 原子力機構の取組概況

（１０月１８日現在）

（１）人員の派遣・対応状況（３月１１日からの延べ人数）
合計 ３２,８５１人日

（２）資機材提供の状況
特殊車両 モニタリング車 ３台
移動式全身カウンタ測定車 ２台移動式全身カウンタ測定車 ２台
ロボット操作車（愛称：チーム日本） 等 ２台
ロボット １台
サーベイメータ（内 中性子４台） １５３台

身体汚染サーベイの様子

（３）主要事項

○ 環境放射線測定・放射能分析、身体サーベイ
○ 健康相談電話窓口
○ 文部科学省、原子力安全委員会、自治体への専門家等派遣
○ 政府・東電統合対策室特別ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁ ﾑ

環境モニタリング車
○ 政府・東電統合対策室特別ﾌ ﾛｼ ｪｸﾄﾁｰﾑ
○ 住民の一時帰宅のための安全管理者派遣
○ 学校の放射線測定（56校）・プール水分析・除染
○ 東電従業員、福島県民の全身測定
○ 遠隔操作ロボット、支援車の提供

身体洗浄車

移動式全身カウンタ測定車 16


